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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況
当社には、存在理念、経営理念、行動理念によって構成された理念体系があり、存在理念の中
の存在意義として、
『オーバルは、オーバルを支え、育てる人々のために存在する』

と定めております。
即ち、従業員そしてオーバルのこれまでの成長と将来の更なる発展に係るお客様、取引先様、

株主様、関連会社、ひいては社会の人々の幸せのために存在する存在価値のある企業を目指して
います。
この理念達成のために、毎年、会社としての業務指針、企業方針、部門としての運営方針、部
署としての業務目標を定めて、業務管理を実施しております。また、ＣＳＲ行動規範を定めて公
正な風土作りに努めており、今後とも社会規範に則り、公明正大な経営に努めます。

(1)「当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制」
取締役会規則および文書取扱保管規程等に基づき、取締役会の決議事項および報告事項を議事
録へ記載および保存、また、稟議規程に基づき稟議決裁書の保存および管理を行い、常に取締役
の業務執行に係る情報および執行過程を検証できるようにする。
また、主要な会議・委員会の議事録は電磁的媒体により経営企画室に保管され、取締役および
監査等委員会は、経営企画室長に申し出ていつでも閲覧することができる。
【運用状況】
取締役会議事録、稟議決裁書および主要な会議・委員会の議事録は、法令や規程に基づき作成

され、取締役および監査等委員会から請求があった場合には、取締役の業務執行に係る情報や執
行過程が検証できるように適切に保管されております。

(2)「当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制」
① 各部門において、年に一度潜在化している重要なリスクの抽出を行い、新たに抽出されたリ
スクに対する防止策を構築する。また、現在把握しているリスクに対するマネジメントが有
効かどうか、適宜検討する。

【運用状況】
各部門において業務に関連する重要なリスクの抽出と見直しを定期的に行い、防止策を構築し

ております。

② 秘密情報管理規程等に従い、企業秘密の管理を徹底する。また、秘密情報にアクセスできる
従業員を制限し、必要最小限とするよう徹底する。

【運用状況】
秘密情報管理規程で秘密情報の取扱いと保管について定め、秘密情報を知りうる従業員を制限
しております。

③ 定期的に従業員に対し、リスクマネジメントに関する教育および研修を実施する。
【運用状況】
新入社員研修や階層別研修におけるリスクマネジメントを含むCSR教育や規程に関する教育、

また、職長教育における安全衛生に関する教育、さらに、当社および国内子会社全社員に対して
コンプライアンス研修を実施しております。

④ 監査室による内部監査において、各部署におけるリスクマネジメントが十分に行われている
か必要に応じて監査する。

【運用状況】
監査室は、各部署の業務が規程や作業要領書に基づいて適切に行われているかを検証しており
ます。
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(3)「当社の取締役および使用人の職務の執行が効率的に行われ、かつ法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制」

① 会社は毎年経営に関し「業務指針」と「企業方針」を示し、それらに基づいて各部門部長は
「部門運営方針」を制定し、更にそれらに基づいて各部署の課長は「部署別業務目標」を定
め、中期経営計画の達成に向けた戦略を実行する。

【運用状況】
中期経営計画に基づき、毎期首に代表取締役社長が業務指針および企業方針を定めておりま
す。制定された業務指針と企業方針に基づき、各部門部長は部門運営方針を制定し、各部署の課
長は、部門運営方針を達成するための部署別業務目標を制定しております。各課の課員は、部署
別業務目標を達成するために個人別業務目標を作成し、各従業員の目標が、中期経営計画達成に
つながるよう目標管理を行っております。

② 月１回以上取締役会を開催し、決議事項に関する討議、業務執行状況の報告を受けること
で、取締役会および取締役の他の取締役に対する監視を機能させる。

【運用状況】
原則として毎月１回取締役会を開催し、各取締役は業務執行の進捗報告をし、取締役会での相

互監督と業務執行に係る建設的な議論を行っております。また、毎月１回経営会議を開催し、重
要案件についての審議の充実を図っております。

③ 業務分掌に従い、各部門の分掌に従った業務を責任をもって効率よく遂行する。
【運用状況】
毎期首に業務分掌を定め、業務分掌に従って各部門の業務は効率よく遂行しております。

④ 権限統制規程に従い、取締役、執行役員、部門部長、部次長および課長の権限の範囲を明確
にし、当該権限を逸脱しない業務遂行および同規程に基づく権限委譲による効率よい業務遂
行を行う。

【運用状況】
権限統制規程において、職制ごとに権限の範囲を明確にし、当該権限を逸脱しない業務遂行お
よび権限委譲を行い、効率よい業務遂行を行っております。

⑤ 「オーバル行動指針」に明記された行動理念、ア.公共性・社会性 イ.社会的責任 ウ.環境
保護 エ.公正取引の実施・取引法令の遵守に沿って全取締役、全従業員は行動し、具体的
な規範として定めた「オーバル行動指針ハンドブック」を参考にして、業務の中で自然に責
任ある行動を取る環境を醸成する。

【運用状況】
全従業員に「オーバル行動指針ハンドブック」を配布し、法令を遵守し、社会的責任のある行

動が取れるよう周知しております。

⑥ 稟議規程および文書取扱保管規程に従い、従業員の業務遂行に関しても、業務遂行に係る情
報および遂行過程を検証できるようにする。

【運用状況】
経営企画室が主管部署となり、稟議決裁手続きを通じて従業員の業務遂行が適切に行われてい
るかを検証しております。
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⑦ 独立性を保った監査を実施するために監査室を設置し、監査室による内部監査において、各
部署における業務の効率性と法令遵守が十分に図られているか必要に応じて監査する。

【運用状況】
監査室は監査計画に基づき適切に監査を実施しております。

⑧ コンプライアンス相談・通報制度により、万一社内に不正または問題があった場合、従業員
の地位を保障し、通報を促すことにより、正確な情報を収集して、管理担当取締役へ伝達
し、その情報を基に対策を講じる。

【運用状況】
コンプライアンス相談・通報制度運用規程を定め、不正または問題があった場合には、子会社
を含めた全従業員がコンプライアンス相談・通報窓口に通報できることとしております。通報が
あった場合には、管理担当取締役および監査等委員会に報告され、コンプライアンス委員会を通
じて解決を図っております。

⑨ 反社会的勢力および団体とは一切の関係を遮断し、不当な要求に対しては、人事総務グルー
プが総括部署となり、所轄の警察署や顧問弁護士との連携を取りながら、毅然とした態度で
対応する。

【運用状況】
反社会的勢力との関係を遮断するために、新規の取引契約を締結する際には、取引先が反社会

的勢力ではないことを確認した上で契約締結をしており、また、取引基本契約と同時に覚書を締
結し、当社および取引先が共に反社会的勢力ではないことを相互に確認しております。

⑩ 財務報告の適正性・信頼性を確保する体制を構築し、定期的に見直しを行い、最適化を図
る。

【運用状況】
財務報告の適正性・信頼性を確保するために、内部統制の体制整備に関する資料収集や評価を

定期的に行っております。

(4)「当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」
① 子会社に派遣された取締役および監査役からの報告ないし当社監査室の監査報告により、当

社取締役および監査等委員会は子会社取締役の業務執行を監視・監督する。さらに当社監査
等委員会は必要に応じて直接子会社監査を行い、当社子会社管理体制および企業集団の内部
統制システムが適正に構築・運用されている状況を監視・監督する。

【運用状況】
監査等委員会は、監査計画に基づき子会社の監査役と情報交換を図り、業務報告を受けるとと

もに説明を求め質問をし、調査監督しております。また、必要に応じ監査室と連携し、子会社に
直接赴き検証しております。

② 当社は、子会社の損失の危険の管理および経営の効率化を図るために、関係会社の経営管理
運営規程を設け、子会社における重要事項の実施については当社経営企画室の事前承認を、
更に重要度の高い事項の実施については当社取締役会の事前承認を得ることを遵守させる。
また、報告事項として、中期経営計画の策定や取締役会での審議事項、月次・四半期・年次
決算の報告など、子会社の経営や営業に関係する重要事項の報告を確実に行わせる。万が
一、重大なクレームや災害に起因する損害など業務上の重大な損害が生じた場合は、当社へ
の報告を徹底させる体制を整える。

【運用状況】
経営企画室が主管部署となり、関係会社の経営管理運営規程に基づき、子会社から重要な業務

執行について適切に報告を受けております。
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③ 当社の監査室による内部監査において、子会社におけるリスクマネジメント、業務の効率化
と法令遵守が図られているか、必要に応じて監査する。

【運用状況】
監査室は、監査計画に基づき監査を実施し、子会社の業務状況を検証しております。

(5)「監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項」
監査等委員会の要請に応じて、監査等委員会の業務補助のため監査等委員会にスタッフを置くこ
ととし、その人事については、取締役(監査等委員を除く)と監査等委員会が意見交換を行う。ま
た、上記スタッフは、監査等委員会の指示にのみ従い監査等委員会監査の補助を行う義務を負う
ものとし、取締役(監査等委員を除く)からの独立を保障する。
【運用状況】
監査等委員会の要請に応じて、適宜、監査室が監査等委員会の業務補助を行っております。補

助を行った監査室スタッフは、監査等委員会からの指示に忠実に従っております。

(6)「監査等委員会への報告体制およびその他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保す
るための体制」
① 監査等委員会と代表取締役社長が定期に会合を持ち、取締役の業務執行の状況、その他会社

の状況について率直に意見交換を行う。
【運用状況】
監査等委員会は、今期においては４回、代表取締役社長と会合を持ち、取締役の業務執行状況

や会社の状況について率直な意見交換を行っております。

② 監査等委員会は、取締役会等の重要な会議に出席し、議事の経過および結果を監査する。ま
た、当社は監査等委員会から出席要求のあった会議には出席の便宜を図る。

【運用状況】
監査等委員会は、取締役会および重要な会議・委員会のすべてに出席し、議事の経過・結果を
監査しております。

③ 監査等委員会は、必要の都度、対象部署に出向き、取締役および従業員に照会するなどによ
り、会社の状況の確認、問題点の抽出、改善勧告を行う。また、監査等委員会の監査に、取
締役および従業員は協力する。

【運用状況】
監査等委員会は、監査を通じて会社の状況の確認、問題点の抽出、改善勧告を行い、取締役お
よび従業員は監査等委員会からの照会や改善勧告に適切に対応しております。

④ 当社の監査等委員会は子会社に派遣された監査役と年に２回の意見交換を実施し、当社およ
び子会社の監査が実効的に行われる体制を確保する。

【運用状況】
監査等委員会は子会社に派遣された監査役と年に２回の意見交換を実施し、子会社の監査が適

切に行われていることを確認しております。
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⑤ 当社および子会社の取締役および従業員は、会社および関係会社に著しい損害を及ぼすおそ
れのある事実があることを発見したときは、これを直ちに監査等委員会に報告する。また監
査等委員会に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを保障する。

【運用状況】
コンプライアンス相談・通報窓口に通報があった場合には、監査等委員会に報告されておりま
す。また、コンプライアンス相談・通報窓口運用規程を定め、監査等委員会に報告をした者が不
利な取扱いを受けないよう適切に運用しております。

⑥ 当社はコンプライアンス相談・通報窓口を設置し、当社および子会社に不正または問題があ
った場合には、当社従業員、子会社取締役、同監査役および同従業員が、当社に対して通報
する制度を導入し、当社はコンプライアンス委員会を通じて当該事案の解決を行うほか、不
正行為の防止策についても討議を行い、同委員会には監査等委員も委員として参加する。ま
た、上記の通報を行った者が、不利な取扱いを受けないことも保障し、相談・通報制度の実
効性を確保する。

【運用状況】
コンプライアンス相談・通報窓口に通報があった場合には、コンプライアンス委員会を通じて
解決を図り、不正行為防止のための討議・解決を行っております。コンプライアンス委員会は３
ヶ月に１度開催され、通報があった場合の通報案件の他、法令遵守に関する事項について検討を
行っております。

⑦ 監査等委員会は、監査室と連携し、必要に応じて監査の共同実施、情報の共有化を図る。
【運用状況】
監査等委員会は、監査計画に基づき監査室と共同で監査を実施し、また、監査室の監査報告書

を確認し情報の共有化を図っております。

⑧ 当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用および債務の当社負担額について、監
査等委員の請求等に従い円滑に処理し得る体制を整える。

【運用状況】
監査等委員の職務の執行で生じる費用については、予算を計上し、事前に監査費用を確保して

おります。また、生じた費用は監査等委員の請求に応じ、適切に処理しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 10 社

連結子会社の名称
オーバルアシスタンス株式会社
株式会社山梨オーバル
株式会社宮崎オーバル
OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.
OVAL TAIWAN CO.,LTD.
HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.
HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD.
OVAL ENGINEERING INC.
OVAL ENGINEERING SDN. BHD.
OVAL Corporation of America

(2) 主要な非連結子会社の名称
OVAL VIETNAM JVC. LTD.

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および
利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響をおよぼしていないためであ
ります。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社の数 １社

OVAL VIETNAM JVC. LTD.
(2) 持分法適用の関連会社の数 ２社

山陽機器検定株式会社
OVAL THAILAND CO.,LTD.

(3) 持分法を適用しない関連会社の名称
株式会社新広宣伝社

(4) 持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類におよぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.、OVAL TAIWAN CO.,LTD.、HEFEI
OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.、HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM
CO.,LTD.、OVAL ENGINEERING INC.、OVAL ENGINEERING SDN. BHD.、OVAL
Corporation of Americaの決算日は12月末日であり、他の連結子会社の決算日は２月末日で
あります。
連結計算書類の作成にあたっては、各社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券
　 その他有価証券
時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は主として総平
均法により算定）

時価のないもの……………………総平均法による原価法
② たな卸資産
商品・製品・半製品・仕掛品・原材料……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品………………………………最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産および使用権資産を除く）

当社および国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構
築物は定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ８年～50年
機械装置及び運搬具 ３年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年～10年）
に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は、残価保証
額）とする定額法を採用しております。

④ 使用権資産
定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 …………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金 …………………………当社および一部の連結子会社は、従業員の賞与の支給
に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担
額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 ………………当社は、役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に
基づく、連結会計年度末要支給額を計上しておりまし
たが、2006年７月以降新規の引当計上を廃止しており
ます。従いまして、当社の当連結会計年度末の残高は、
現任取締役が2006年６月以前に就任していた期間に応
じて引当計上した額であります。一部の連結子会社は
役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

④ 環境対策引当金 ……………………環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見
込まれる額を計上しております。
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⑤ 製品回収関連損失引当金 …………連結子会社の一部は、製造した一部の微流量燃料油メ
ーターの回収を行うこととなり、今後発生が予想され
る費用の支出に備えるため、合理的な金額を見積り、
計上しております。

(4) 重要な収益および費用の計上基準
完成工事高および完成工事原価の計上基準
① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（主に工事の進捗率の見積りは原価比例法）
② その他の工事

工事完成基準
(5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。ただし、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務につ
いては、当該為替予約の円貨額に換算しております。なお、在外連結子会社等の資産および負
債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めてお
ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……為替予約
ヘッジ対象……製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務および

外貨建予定取引
③ ヘッジ方針

外国為替規程および権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクを一定
の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ･フ
ロー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジの
有効性を評価しております。ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評
価を省略しております。
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(7) のれんの償却方法および償却期間
10年間の定額法により償却しております。

(8) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

② 消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

5. 会計方針の変更
IFRS第16号「リース」の適用
当企業グループの一部の連結子会社は、当連結会計年度の期首から、IFRS第16号「リース」を適
用しております。IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている当該会計基準の
適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。
この結果、当連結会計年度末の有形固定資産の「その他」が6,986千円増加し、流動負債の「リ
ース債務」が4,091千円および固定負債の「リース債務」が2,957千円それぞれ増加しております。
なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

6. 表示方法の変更
（連結貸借対照表関係）
前連結会計年度において、流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電
子記録債権」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。
なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は、1,019,285千円であります。

（連結損益計算書関係）
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「作業くず売
却益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。
なお、前連結会計年度の「作業くず売却益」は、1,243千円であります。
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連結貸借対照表に関する注記
1．担保資産及び担保付債務

建物及び構築物 126,811千円
機械装置及び運搬具 0千円
土地 4,608,828千円
　 計 4,735,639千円
短期借入金 451,709千円
長期借入金 316,431千円
　 計 768,140千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 7,681,985千円
3. 有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 4,172,587千円
4. 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債
の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日 公布政令第

119号）第２条第４号に定める路線価および路線価のない土地は第２
条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出して
おります。

・再評価を行った年月日………………………………………………………………2002年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,321,344千円

5. 保証債務
OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.は、一般顧客に対して、販売した製品に瑕疵があった場合に対
する債務保証を行っております。

4,784千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式総数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 26,180,000 － － 26,180,000

2. 自己株式の数に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式 3,775,891 100 － 3,775,991

(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであります。
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3. 配当に関する事項
(1)配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の

総額(千円)
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2019年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 67,212 3.0 2019年３月31日 2019年６月27日

2019年11月８日
取 締 役 会 普通株式 89,616 4.0 2019年９月30日 2019年12月３日

（注）2019年11月８日取締役会決議における１株当たり配当額には、創立70周年記念配当１円が含まれておりま
す。

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 67,212 3.0 2020年３月31日 2020年６月26日

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当企業グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性・流動性の高いMMF等の有価
証券に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低
減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に
時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。なお、デリ
バティブは外国為替規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のと
おりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,518,666 2,518,666 －
(2)受取手形及び売掛金 3,801,382
(3)電子記録債権 739,300

貸倒引当金(※) △4,240
4,536,442 4,536,442 －

(4)有価証券および投資有価証券
その他有価証券 326,274 326,274 －

資産計 7,381,384 7,381,384 －
(1)支払手形及び買掛金 781,856 781,856 －
(2)短期借入金 862,176 862,176 －
(3)長期借入金 1,324,240 1,312,685 △11,555
負債計 2,968,274 2,956,718 △11,555
（※）受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る貸倒引当金を控除しております。

（注）1. 金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金ならびに（3）電子記録債権
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
（4）有価証券および投資有価証券
有価証券はMMFであり、短期間で決済されるものであるため、帳簿価額を時価とみなして
おります。投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
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負 債
（1）支払手形及び買掛金ならびに（2）短期借入金
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
（3）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、1年内返済予定の長期借入金を
含めております。
2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額98,732千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「(4)有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 570円95銭
2. １株当たり当期純利益 12円61銭

企業結合に関する注記
（事業譲受）
1. 企業結合の概要
(1) 事業譲受企業の名称およびその事業の内容

事業譲受企業の名称 横河電機株式会社
事業の内容 樹脂型渦流量計の製造ならびに販売

(2) 事業譲受を行った主な理由
当企業グループは、中期経営計画『ADVANCE 2.0-2021』において、「新規事業」を拡大戦
略の一つとして掲げており、Ｍ＆Ａによる新規事業参入や流量計を中核とした新たなサービスの
提案を検討しております。
対象事業は、1969年に世界で初めて渦流量計を製品化した横河電機株式会社の技術やノウハウ
が利用されており、大手半導体向け機器メーカー等のお客様から高い評価を得ております。
当企業グループとしては、対象事業を取り込むことで流量計分野における製品ラインナップの
拡充に繋がり、また、対象事業が有する技術やノウハウを取り込み、新たなお客様との取引拡大
が見込めるため、当企業グループの成長・発展が期待できるものと考え、対象事業を譲受するこ
とといたしました。

(3) 事業譲受日
2019年４月１日

(4) 企業結合の法的形式
現金を対価とする事業譲受

(5) 事業取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として事業を譲り受けたためであります。

2. 連結計算書類に含まれる取得事業の業績の期間
2019年４月１日から2020年３月31日まで

3. 取得事業の取得原価および対価の種類毎の内訳
当事者間の合意により非開示とさせていただきます。

4. 事業譲渡契約に定められた条件付取得対価の内容およびそれらの今後の会計処理方針
事業譲渡契約に基づき、一定の状況が生じた場合には最終的な取得原価を調整することとなって
おり、取得原価の変動が発生した場合には、のれんの金額およびのれんの償却額を修正することと
しておりましたが、当連結会計年度において、相手先企業から取得対価の返還を受けました。この
結果、返還された対価の金額を取得原価から減額するとともに、のれんを減額し、のれんの償却額
を修正いたしました。
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5.　主要な取得関連費用の内容および金額
アドバイザリー費用等 43,431千円

6. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間
(1) 発生したのれんの金額

601,359千円
(2) のれんの発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものです。
(3) 償却方法および償却期間

10年間の均等償却
7. 企業結合日に受け入れた資産の額ならびにその主な内容
流動資産 78,109 千円
固定資産 266,604 千円
のれん 601,359 千円
資産合計 946,073 千円
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準および評価方法に関する事項
(1) 有価証券

子会社株式および関連会社株式………総平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平
均法により算定）

時価のないもの……………………総平均法による原価法
(2) たな卸資産

製品・半製品・仕掛品・原材料………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品……………………………………最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法に関する事項
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ８年～50年
機 械 及 び 装 置 ７年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３～10年）に基づ
く定額法を採用しております。
(3) リース資産
所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は、残価保証額）と
する定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準に関する事項
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 （10年）による定
額法により費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
(4) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しておりました
が、2006年７月以降新規の引当計上を廃止しております。従いまして、当事業年度末の残高
は、現任取締役が2006年６月以前に就任していた期間に応じて引当計上した額であります。
(5) 環境対策引当金
環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しております。

4. 収益および費用の計上基準に関する事項
完成工事高および完成工事原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　工事進行基準（主に工事の進捗率の見積りは原価比例法）
(2) その他の工事
工事完成基準

5. 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準に関する事項
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務について
は、当該為替予約の円貨額に換算しております。

6. ヘッジ会計の方法に関する事項
(1) ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 …… 為替予約
ヘッジ対象 …… 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務および

外貨建予定取引
(3) ヘッジ方針
外国為替規程および権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクを一定の範
囲内でヘッジしております。
(4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ･フロー
変動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジの有効性を
評価しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評価を省略しております。

7. のれんの償却方法および償却期間
10年間の定額法により償却しております。

8. 退職給付に係る会計処理の方法に関する事項
退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

9. 消費税等の会計処理に関する事項
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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貸借対照表に関する注記
1. 担保資産及び担保付債務

建物及び構築物 45,528千円
機械及び装置 0千円
土 地 4,511,000千円
　 計 4,556,529千円
短期借入金 450,000千円
長期借入金 310,000千円
　 計 760,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,397,026千円
3. 有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 4,172,587千円
4. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上
し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法………土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第４号に定める路線価および路線価のない土地は第２
条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出して
おります。

・再評価を行った年月日………………………………………………………………2002年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,321,344千円

5. 保証債務
OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.（関係会社）の金融機関からの借入金他509,846千円に対し
債務保証を行っております。

6. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権
短期金銭債務

184,021
107,629

千円
千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　 売上高 712,286千円
　 仕入高 1,898,035千円
　 その他の営業取引高（支払等） 170,677千円
　 営業取引以外の取引高（収益） 106,023千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

(単位：株)
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式 3,775,891 100 － 3,775,991
(注) 増加は単元未満株式の買取によるものであります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 377,411千円
賞与引当金 128,910千円
固定資産の評価額に係る一時差異 52,270千円
貸倒引当金 4,329千円
たな卸資産評価損 10,757千円
資産調整勘定 212,322千円
役員退職慰労引当金 2,351千円
その他 30,783千円
繰延税金資産小計 819,135千円
評価性引当額 △325,225千円
繰延税金資産合計 493,909千円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △94,726千円
その他有価証券評価差額金 △9,795千円
その他 △271千円
繰延税金負債合計 △104,793千円
繰延税金資産の純額 389,116千円

関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

(単位：千円)

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
OVAL ASIA
PACIFIC
PTE. LTD.

直接
80.0％

当社製品の製造
および販売
役員の兼任
債務保証

債務保証

(注)
509,846 ― ―

　(注）OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.の金融機関からの借入金他に対し、債務保証をしております。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 505円01銭
2. １株当たり当期純利益 9円80銭

企業結合に関する注記
企業結合の概要等につきましては、「連結注記表 企業結合に関する注記」をご参照ください。
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